










　EUは、2010 年 3 月に「2020 年までに、EUにおける生物多様性の損失と生態系サービスの劣化













Policy issues for Japan to achieve the Aichi Target 
of the Convention on Biological Diversity














　2010 年に名古屋にて開催された第 10 回締約国会議（COP10）では、このような反省に立って、









　また、2020 年のミッションは、COP10 開催以前のワーキンググループレベルでの議論では 2
案が存在していた。その第 1案は 2020 年までに生物多様性への圧力を低減すること等を目的と






























































コンセンサスによって成立したものであり、第 5次国別報告書（2014 年 3月 31日までに提出）では、
愛知目標に向けての進捗を条約事務局に報告することとが条約上の義務となっている（その指標





























行動 1：ナチュラ 2000 を完成させ、よい管理を保
障する。






















































































　日本は、1993 年に CBDが発効して以来、閣議決定によって「生物多様性国家戦略」（1～ 4次）




























































　このための中心となる方策は、ナチュラ 2000 ネットワークの構築であるが、2010 年の評価に
よると、陸域では 17％の地域がナチュラ 2000 に指定されたが、海洋（特に、沖合の海域）の指定
が遅れている。


























これについては、自然公園法の旧 17 条の不許可処分と損失補償に関する東京高裁判決（昭和 63














2000 以外での陸地の淡水と灌水）での生物多様性の損失を 2010 年までに止め、2013 年までに実質
的な回復を示すことを目標に掲げ、各国の農業・農村・林業政策での生物多様性保全の機会の最
適化、自然の価値が高い農村と森林の指定、汚染源対策などを講じた。これらの施策の結果、欧



































　EUでは、2010 年目標では、より広い海洋環境（ナチュラ 2000 以外）における生物多様性の損
























おり（13 条 1 項）、生物多様性への配慮は規定されている。
　同法に基づいて策定される水産基本計画（2007 年）では、水産物の自給率の目標（例えば食用魚
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